















(2) ウガンダの会社法（cf.H.F. Morris & James S. Read, Uganda, The Development 
of its Laws and Constitution, London, 1966. pp. 318 f. 1958年法は1948年イギリ
ス会社法に密接に従っているという〉，ネパールの会社法（cf.Irani, Report of Nepal 
Law, in International Encyclopedia of Comparative Law, vol. 1, National Reports 
N/O, Nー 7. 1964年会社法はイギリス会社法をモデ‘ルにしているという〉，ジャマイカ
の会社法（cf.Mahfood, Report of Jamaica Law, in op. cit., National Reports J/K, 
J-3. 1965年会社法は1948年イギリス会社法に基づくという）及びケニアの会社訟
(cf. Cotran, Report of Kenya Law, in op. cit., National Reports J/K, K-6）もイ
ギリス法系に分類することが可能であると考えるが，詳細は不明につき本稿では割愛
した。
(3) シシリ一民法はイギリス法とフランス法の混合法系であるが（A.G. Chloros, Co-












民事訴訟法典（Codede la procedure civile）が効力を有していた。民事訴訟法典は









（詳細はChloros,op. cit., pp. 146ff.参照。 pp.310ff.には法典が掲載されている〉。
その結果合名会社（societeen nom collectif)，合資会社（societeen commandite), 
院名組合（associationcommerciales en participation）は新商法典では廃止されてい
る。一方 partnershipとして commercialpartnership と civilpartnershipとが認
められ，双方に適される一般的規定は新民法典第3編第9章1832条乃至1873条で規定


















利団体を partnershipsと companiesとに分類し， companiesを株式有限責任







































Law in Europe (ed. by Frommel & Thompson), London, ig-,5, p. 545. 
(2) cf. Schmitthof, European Company Law Texts, 1974, London/New York, pp. 9f. 
and 58ff. ; Farrar-Powles, The Effect of Section 9 of the European Communities 
Act 1972 on English Company Law, in Modern Law Reivew 1973, vol. 36, no, 3 
pp. 270ff.；酒巻俊雄 IイギリスのEC加盟と会社法への影響J『民商法雑誌』 78巻臨
ff~：増干lj 号（2)208頁参照。
(3) Kelly, Company Law in Europe (ed. by Frommel & Thompson), p. 272. 
(4) Meinhardt, Company Law in Europe, 1975, IRL-1 (i). 
(5）私会社であるためには，附属定款により，①株式の譲渡制限がなされているととも
に，②社員数が50名以下に制限され，③株式又は社債の公募が禁止されていることが






























(6）保証有限責任会社形態の利用は稀である。 Meinhardt,op. cit., IRL-1 (i). 
(7) Kelly, op. cit., p. 273. 
(8) Meinhardt, op. cit., IRL-2 (i). 
(9）恥feinhardt,op. cit., IRL-24 (i). 









(a) イスラエルの現行法で、ある1929年会社法（CompaniesOrdinance (Law 













(1) Meinhardt, op. cit., IRL-7 (i) ; 23 (i〕； 24(ii). 
仙 Meinhardt,op. cit., IRL-9 (i). ; Kelly, op. cit., p. 277. 
(1) 『本法は，会社に関するイギリス法青参照（reference〕することによって解釈さ
れなければならないJ
(2) Aharon Barak, Israel Law, in Inchieste di diritto comparato, 4 I[, 1974, pp. 
1552f. ; U. Yadin, The Protection of Minorities in Israel Company Law, in La 
societa per azioni alla met主delsecolo XX (studi in memoria di Angelo Sraffa), 
T. IT., Padova, 1962, p. 799 (801). 






















（会社法19条 1項）からである。 cf.Barak, op. cit., p. 1557. 
(5) Barak, op. cit., pp. 1566f. 
(6) Barak, op. cit., p. 1604. 
(7) Barak, op. cit., pp. 1559 and 1575. 
(8) Barak, op. cit., p. 1559. 
(9) Micallef, The European Company (A Comparative Study with English and Maltese 
Company Law), 1975, p. 38によれば，既に1957年のイスラエル会社法改正プロジェ
クトにおいて，『Anynumber of persons, and also one person, may incorporate a 











任会社（companylimited by shares) ( (13条2項（司〉，保証有限責任会社（company









ランド会社法」 『海外商事法務』 83号22頁以下， 酒巻「英連邦諸国の会社法（7）」『同
際商事法務』 4巻489頁以下などがある。
(2) 1955年会社法と 1948年イギリス会社法の条文を対照するものとして Northey,In-
troduction to Company Law, 8th. ed., 1976, Appendix F.がある。なおニュージーラ
ンドでは1975年に会社法の小改正（theCompanies Amendment Act）があった。
(3) cf. Northey, op. cit., p. 6f 

































定が私会社に適用されない旨規定している。 Northey.op. cit., pp. 344f.；澗巻町行掲
国際商事法務j]490頁以下，同『前掲早稲田法学』 53頁以下参照。
(6) Northey, op. citリ p.250. 
























(9) Northey, op. cit., p. 5. 株式有限責任会社がもっとも普通の形態である。 1967,
68, 69年の各々にただ保証有限責任会社2社が登記されたのみであり，同形態はあま
り利用されていない。
(10) Northey, op. cit., p. 343. 
(1) Northey, op. cit., p. 344, footnote 2. 
(12) Northey, op. cit., p. 78. 私会社の場合には，基本定款に記載された株式資本の総
額が基本定款署名者により引受けられることが必要である（356条）。
(13) Northey, op. cit., p. 220.私会社の場合全株式資本は，会社の成立の日に基本定款
署名者に割当られたとみなされる（356条2項）。 Northey,op. cit., p. 346. 
凶 ニュージーランド会社法34条は，基本定款と附属定款の効力について，イギリス1948
年会社法20条 1項と同ーの規定を有している。従って効力に関する議論はイギリスの






















間 Northey,op. cit., p. 31. 
側 Northey,op. cit., p. 94は， JarvisMotors (Harrow) Ltd. v. Carabott仁1964:1
1 W. L. R. 1101；〔1964J3 AIL E. R. 89を引用している。
(17) Northey, op. cit., p. 148. 
(18) Northey, op. cit., pp. 146 and 149. 
(1助 ニュージーランドの取締役制度については青木英夫「ニュージーランド会社¥1ょにお
ける取締役および取締役会」『独協法学』 10号83頁以下参照。
側 Northey,op. cit., p. 163. 
ω 但し取締役は quantummeruitに基づき彼の労務給付に対する支払を請求するこ
























(2) Northey, op. cit., p. 94. 





は疑いなく確立されたとニュージーランドでも考えられている。 Northey.op. cit., 
p. 17. 
倒 Northey,op. cit., p. 373. 
(26) Northey, op. cit., pp. 376ff.清算出資者の定義は212条にある。詳しくは Northey,
op. cit., pp. 360ff.参照。
(1) ]. Ola Orojo, Nigerian Company Law and Practice, 1976, London, pp. 1 f. 
- 23-
-352-









(The Companies Decree）がそれである。 1912年会社法は，ナイジエリアに
おける最初の会社制定法であるが，当然にイギリスの1908年会社法に大きく依
拠した法律で、あった。同法はナイジエリアにおいて初めて登記による会社設立
手続を規定した。なお1917年に同法は CompaniesOrdinance (Amendment and 
Extension) Ordinance 1917により改正が行なわれているO 第1次大戦の終了
と急速な経済発展の見通しから， 1912年と1917年の会社法は，総括され，わず
かな改正とともに， 1922年会社法として再制定され， Chapter38 of the Laws 




(2) Orojo, op. cit., p. 3 f. 
(3) Orojo, op. cit., p. Sff. その後同法の重要な改正は， Companies (Amendment) 
Ordinance 1929, Companies (Amendment) Ordinance 1941, Companies (Amendment) 
Ordinance 1954によって行なわれている。 1929年の改正は，イギリスの1929年会社訟
により誘発されたものである。
(4) Elias, Nigeria, The Development of its Laws & Constitution, 1967, London, p. 












会社（companylimited by shares) (1968年会社法1条2項（a）），保証有限責任
会社（companylimited by guarantee) （同 1条2項(b））及び無限責任会社







(5) Orojo, op. cit., pp. 7f.なお AppendixXVIIは， 1968年法とイギリス1948年会
社法を比較対照しているから参照されたい。
(6) イギリスの判例の影響につき， Orojo,op. cit., pp. lOf.参照。
(7) Orojo, op. cit., pp. 17f. 






























(9) Orojo, op. cit., p. 4. 
(10) Orojo, op. cit., p. 19. 
(1) Orojo, op. cit., pp. 35 and 55f. 
(12) Orojo, op. cit., pp. 164. 
帥 ナイジエリア会社法16条は，基本定款と附属定款の効力について，イギリス1948{j'.
会社法20条 1項と同ーの規定を有している。従って効力に関する議論はイギリスのそ
れと同一である。 cf.Orojo, op. cit., pp. 65ff. 























q日 Orojo,op. cit., p. 298. 
(16) cf. Palmer’s Company Law, 21 st ed., 1968, p. 127. 
(17) Orojo, op. cit., p. 291. 
(18) Orojo, op. cit., p. 258.会社法施行 (1968年10月1日〉以前に登記された会社の場
合には取締役の最少数は 1名である。





























白。 Orojo,op. cit., pp. 52 and 90 
(21) cf. Orojo, op. cit., pp. 82ff., 90, 118. 











限責任会社（companylimited by shares），保証有限責任会社（companylimited 
by guarantee）及び無限責任会社（unlimitedcompany）のほか，株式，保証
有限責任会社（companylimited both by shares and guarantee）と特別責任
（鉱業〉会社（noーliability(mining) company）が認められている（ニュー・
(1) New South Wales j十I,Victoria州， Oueensland川｜及び WesternAustralia 州の
会社法（CompaniesAct）は1961年に， Tasmania州， SouthAustralia州及び Capital
Territoryの会社法（同上）は1962年に， Northern Territory及び Territoryof 
Papua and New Guineaの会社法（CompaniesOrdinance）は1963年にそれぞれ制
定された。 Paterson& Ednie, Australian Company Law, 2nd. ed., vol. 1 Butter-
worths, 1972, introducion, pp. 1095f.その後それぞれしばしば改正が行なわれてい
る。イギリス会社法とオーストラリア会社￥1:の条文の比較は， Paterson& Ednie, op. 




「オー ストラリア会社法ー 」 『海外商事法務調査会会報』 15号19頁；栗山徳子「オース
トラリア・カナダにおける会社法統一運動」 『立正法学』 2巻2号79頁；川村明「オ
ーストラリアの最近の会社法の改正」『ジュリスト』 510号105頁；外山興三「オース
トラリア改正会社法（1)(2）」 『海外商事法務』 118号2頁， 119号16頁の他酒巻俊雄｜オ
スートラリア会社法（工〉～（X）」『海外商事法務』 94, 95, 98, 99, 104, 105, 108, 










の預託の公募を禁止すること，が必要である (15条 1項〉。 この閉鎖会社は，
更に通常の閉鎖会社（non-exemptproprietary company）と特例閉鎖会社
(exempt proprietary company）に， また1971年の会社修正法（Companies
(Amendment) Act）により，特例閉鎖会社は更に， 無限責任特例閉鎖会社




(3) Yorston & Brown, Company Law, 1962, p. 3f. ; Manson & O'Hair, Australian 
































用してはならない（378条 1項）等である。 Yorston& Brown, op. cit., pp. 310f. ; 
Manson & 0’Hair, op. cit., pp. 56f.酒巻『早稲田法学』 53巻1・2号46頁以下。
(6) 市オーストラリア会社法は， 1962年会社法制定以前（1934年以後〉閉鎖会社（37
条）と並んで私会社（privatecompany）とし、う会社形態を認めていた（38条〉。しか
し1962年会社法は私会社を廃止している (397条－399条〉。 Paterson& Ednie, op. 
cit., vol. 1, 15/21. もっとも IncomeTax Assessment Actは， 課税目的のために
公募会社と私会社の区別を認める。しかし会社法15条の意味の閉鎖会社は，必然、的に







録清算人である必要がないこと(10条）である（Yostorn& Brown, op. cit., p. 316)0 





























(8) Manson & 0’Hair, op. cit., pp. 234f. and 246ff. 1971年法により導入された159条
Aの規定は，多くの小会社が計算書類の適当なl帳簿を保管していなかったとし、う経験
に基づくものである。 ButterworthsCompany Law Bulletin, 1971/72, no. 2 (nov. 






















(9) Butterworths Company Law Bulletin, 1971/72, no. 7 (april 1972〕， p.40. 
(10）基本定款署名者の名前が社員名簿に記入されなくても署名者は社員である (Re 
London, Hamburgh & Continental Exchange Bank ; Evan’s Case (1867), 2 Ch. 
App. 427 (L. J.）。もっとも基本定款に署名したにもかかわらず，全株式が他人に割
当てられ，署名者の名前も社員名簿に記入されないときには，署名者は社員としての
責任がないと判示されている（ReTal Y Drws Slate Co. ; Mackley’s Case (1875), 
1 Ch. D. 247）。また会社は署名者を免除する権限を有しない（ReUnited Service Co: 
Hall’s Case (1870), 5 Ch. App. 707 ; Re London & Provincial Consolidated Coal 




























（回：） Paterson & Ednie, op. cit., vol. 1. 15/9. 
(13) Paterson & Ednie, op. cit., vol. 1. 14/3, 16/2. 
(14) イギリス法（Sharpv. Dawes (1876), 2 Q. B. D. 26 (C. A.））同様オー ストラリ
アでも l人株主は総会を構成することができないと解されている。 Paterson& Ednie, 



































にも見られるO 即ち， 38条は，法人（corporation。この定義は 5条1項参照〉
への預金叉は金銭の貸付の公募に関する規定であるが，その6項において本条
は所定の法人（prescribedcorporation）には適用されないとしつつ， 7項は 6
















する。 Paterson& Ednie, op. cit., vol. 1, 36/5. 
(18) 『本条 (140条）は， 公募会社の完全保有の従属会社は一人社員以上を有する必要
がないとし、う提案を実施することを意図した機構（machinery）規定を含んでいる。』






















倍。 Paterson& Ednie, op. cit., vol. 2, 221/2. 
(2D Paterson & Ednie, op. cit., vol. 1, 36/9 ; vol. 2, 222/6. 
〔未完〉
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